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日本農林規格の制定又は確認等の原案作成委員会に関する規程

制 定 平成２３年 ８月１７日 ２３消技第１３７２号

一部改正 平成２４年 ３月１３日 ２３消技第３５３４号

平成２４年１２月１１日 ２４消技第２４７２号

最終改正 平成２６年 ２月２７日 ２５消技第３２８１号

（目的）

第１条 この規程は、日本農林規格の制定又は確認、改正若しくは廃止について検討し、

その原案を作成するための原案作成委員会（以下「委員会」という。）の設置等につい

て定め、業務の適正かつ効率的な運営に資することを目的とする。

（用語の定義）

第２条 この規程において「対象農林物資」とは、日本農林規格を制定しようとする農

林物資をいう。

２ この規程において「対象規格」とは、確認、改正又は廃止（以下「確認等」という。）

をしようとする日本農林規格をいう。

（委員会の設置）

第３条 理事長は、農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律施行規則（昭

和２５年農林省令第６２号。以下「ＪＡＳ法施行規則」という。）第１条第１項に基づ

き作成される「日本農林規格の制定等に関する計画（以下「制定等に関する計画」と

いう。）」を踏まえ、対象農林物資又は対象規格ごとに委員会を設置する。ただし、理

事長が、複数の対象農林物資又は対象規格を同時に検討し、原案を作成することが合

理的であると認める場合にはこの限りでない。

（組織）

第４条 委員会は、委員２０人以内で組織し、委員長を置く。

（委員の委嘱又は指名）

第５条 理事長は、対象農林物資又は対象規格に知見を有する外部有識者に委員を委嘱

する。ただし、理事長は必要に応じて独立行政法人農林水産消費安全技術センター（以

下「センター」という。）の職員の中から委員を指名することができる。

（委員の任期等）

第６条 委員の任期は、原案を作成しようとする対象農林物資又は対象規格が農林物資

規格調査会における審議を経て議決されるまでの間とする。

２ 委員のうちセンターの職員以外の者は、非常勤とする。

（原案の作成）

参考２
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第７条 委員会は、農林水産大臣の指示を受け、制定等に関する計画に従って、ＪＡＳ

法施行規則第１条第２項に規定された「規格調査」の結果を踏まえ、科学的知見に基

づき、日本農林規格の制定又は確認等の原案を作成する。

（規格調査の依頼）

第８条 委員長は、原案の作成段階において追加の規格調査が必要であると認めるとき

は、農林水産大臣に必要な規格調査を依頼する。

（報告）

第９条 委員長は、原案を作成したときは、速やかに、当該原案並びにその会議の議事

の経過の要領、その結果及び当該会議に提出された資料を農林水産大臣に提出する。

（委員会の事務局）

第１０条 委員会の事務局は規格検査部商品調査課とする。

（雑則）

第１１条 この規程に定めるもののほか、議事の手続その他委員会の運営に関し必要な

事項は、委員長が委員会に諮って定める。

附 則（平成２３年８月１７日２３消技第１３７２号）

この規程は、平成２３年８月１７日から施行する。

附 則（平成２４年３月１３日２３消技第３５３４号）

この規程は、平成２４年３月１３日から施行する。

附 則（平成２４年１２月１１日２４消技第２４７２号）

この規程は、平成２４年１２月１１日から施行する。

附 則（平成２６年２月２７日付け２５消技第３２８１号）

１ この規程は、平成２６年２月２７日から施行する。

２ この規程の施行の際、現に改正前のこの規程により委嘱した委員の任期については、なお従前の

例による。




